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研究要旨 重要な意思決定支援場面において、意思決定能力に基づく適切な

支援の提供を、がん診療連携拠点病院において実現することを目指し、介入

プログラムの検討を進めた。がん登録 DPC データより、高齢者の治療選択の

実態の把握、意思決定支援に関する面接の実態から、意思決定支援の質の向

上に関する阻害要因を同定し、対応するための教育プログラムの骨子を固め

た。今後、教育プログラムの効果検証、拠点病院への介入プログラムの開発

を進める予定である。 
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A．研究目的 
 超高齢社会を迎えたわが国では、65歳以上

人口が 3617 万人（総人口比 28.7%）、75 歳以

上人口も 1871 万人(総人口比 14.9%)(2020 年

9 月 15 日現在推計)となった。今後団塊の世

代が後期高齢者に入る 2025 年までには、都市

部を中心に高齢者の人口が 1.5-2 倍程度に急

増することが推測されている。特に、後期高

齢者は、何らかの医療を受けつつも、比較的

自 立 し た 社 会 生 活 を 営 む (Vunlerable 

Elders)場合が多く、どのような支援方法望ま

れるのか、治療が必要となった場合には治療

の適応はどのようにすればよいのか、等議論

の焦点となっている。 

 高齢者の増加を背景に、意思決定に関して

の知識の普及や実践の必要性が指摘されてい

る。意思決定は、医療においては適切なイン

フォームド・コンセントを実現する上で最重

要な課題であるとともに、療養生活の質を向

上させるためには、アドバンス・ケア・プラン

ニングでも中心的なテーマである。近年では、

がん以外の疾病への緩和ケアを適応する動き

が求められる中で、がん医療のみならず、循

環器や老年医療においても検討されつつある。

緩和ケアにおける経験と実践が、より広く社

会に貢献することも強く期待される領域であ

る。 

 第 3 期がん対策推進基本計画において、コ

ミュニケーションの充実や意思決定支援ガイ

ドラインの作成など意思決定支援を進めるた

めの取組みが行われてきた。しかし、体験調

査等では十分に行われていない課題がある。



 

加えて、障害者権利条約を受け、医療の領域

でも合理的配慮のもとに、本人自身による意

思決定を実現する体制の整備が求められてい

る。がん診療連携拠点病院において実施可能

な汎用性の高い簡便な介入方法を整備するこ

とが急務である。 

 そこで、本研究においては、高齢者等にお

ける意思決定支援の現状を把握するとともに、

教育プログラムの開発、実装するための支援

プログラム、意思決定支援の質の向上に資す

る情報の収集・解析を目指して計画を進めた。 

 

 

B．研究方法 
1. 看護師、相談員を対象とした意思決定支援

教育プログラムの開発 

本年度は「高齢者のがん医療の質の向上に

資する簡便で効果的な意思決定支援プログラ

ムの開発に関する研究」（平成 29 年度～令和

元年度）で得た知見を基に作成した教育プロ

グラム案を実施した。 

高齢がん患者の意思決定を支援する看護師

の教育プログラム案は以下の目的と内容で

2020 年 12 月 19 日（土）に 58 名の看護師を

対象に研修会を WEB上で実施した。 

 

①高齢がん患者の意思決定を支援する看護

師の知識と実践に関する自信について定量的

に評価する（対象者の実態の把握）こと、②高

齢がん患意思決定を支援する教育プログラム

案の評価、修正を目的とする。 

 

2. オンラインによる多職種向けの研修の試

行 

 医療従事者を対象に，意思決定支援に関す

る制度や考え方，認知・身体・アセスメント方

法の理解と獲得を目的とした研修プログラム

を実施し，その効果を検討することを目的と

した。このとき，支援の方法には行動科学の

知見を取り入れ，患者の意思決定を支援でき

るよう実際的な内容とした。 

 スライドを使用した講義と演習（個人・グ

ループ）から構成し，約 4 時間の研修プログ

ラム（全編オンライン）として実施した。第一

部として，意思決定支援に関する制度や倫理，

枠組みに関する事項を，第二部として，患者

と接する際の具体的な理論やスキルに関する

内容とした。 

効果評定 研修の開始前後に WEB アンケート

を実施し,研修前後を比較検討し研修効果を

検証した。なお，イニシャルや誕生日など，本

人しか知り得ない情報を組み込んだ ID 番号

を各人に生成するよう依頼し，事前事後デー

タの参照に使用した。 

3. 適切な意思決定支援の実践に資する簡便

で効果的な支援プログラムの開発 

  高齢者等における意思決定支援の現状調査

に基づき、意思決定支援に関する手引きなら

びに教育プログラムの開発を進めてきた。本

年度においては、実態調査ならびに教育プロ

グラムの試行を踏まえ、教育プログラムの修

正ならびに、施設向けの支援プログラムの構

成を検討した。 

 

4．高齢がん患者における治療に伴う負担の検

討 

 高齢がん患者やその家族にとって、治療に

伴う身体的な負担がどの程度かといった情報

は、治療選択を決定する上で重要な情報であ

る。本研究では、がん診療連携拠点病院等を

中心とするがん診療病院の院内がん登録と

DPC 導入の影響評価に係る調査データを用い

て、高齢のがん患者における治療負担を検討

するために、入院加療後の日常生活動作

（Activity of Daily Living, ADL）低下、入

院日数、及び退院から 6 ヶ月以内の予期せぬ

再入院割合について明らかにすることを目的

とした。がん診療病院 431 施設の院内がん登

録とリンケージさせた DPC 導入の影響評価に

係る調査データを用いた。解析対象は、2015

年に胃癌、大腸癌、膵臓癌と診断され、当該病

院で初回治療を開始した 40 歳以上の患者と

した。各診療ガイドラインを参考に、標準治

療を受けた患者の退院時における ADL 低下割

合、入院日数、退院後 6 ヶ月以内の予期せぬ

再入院割合を、75 歳未満と 75 歳以上の群に

分類して、傾向を分析した。 

 

5. 日常診療で使用する場合に推奨される GA

ツールの選定 

 欧米の老年腫瘍学ガイドラインでは、高齢

がん患者を診療する際に高齢者機能評価

（Geriatric Assessment： GA）を実施するこ

とが推奨されている。しかし、各種ガイドラ

インでは具体的な GA ツールまで言及してい

ない。どの GA ツールが日本のがん診療現場で

正しく利用できるのか、どの GA ツールを用い

るべきなのかについて意思決定支援をする前

段階の情報の整理することを目的として、日

常診療で使用する際に推奨される GA ツール



 

を策定した。 

 

 

 

（倫理面への配慮） 

本研究のプロトコールは、倫理審査委員会

の審査を受け、研究内容の妥当性、人権およ

び利益の保護の取り扱い、対策、措置方法に

ついて承認を受けることとした。インフォー

ムド・コンセントには十分に配慮し、参加も

しくは不参加による不利益は生じないことや

研究への参加は自由意思に基づくこと、参加

の意思はいつでも撤回可能であること、プラ

イバシーを含む情報は厳重に保護されること

を明記し、書面を用いて協力者に説明し、書

面にて同意を得た。 

本研究では、高齢者を対象としており、研究

参加のインフォームド・コンセントにおいて

意思決定能力が低下をしている場面が生じう

る。しかし、これらの患者を本研究から除外

することは、軽度の認知症をもつ患者のみの

登録となるなど偏りが生じ、臨床上の課題が

抽出されない危険性が生じうる。一方、対象

とする調査はインタビュー調査等観察研究が

主であり、予測される有害事象として身体的

問題が生じる可能性はない。 

以上の理由により、本研究に対する患者の理

解が不十分と研究者が判断したときは、「人を

対象とする医学系研究に関する倫理指針（平

成 26 年文部科学省・厚生労働省告示第 3 号）

第 5章第 13 代諾者等からのインフォームド・

コンセントを受ける場合の手続等」および「代

諾者からのインフォームド・コンセントに関

する細則 ①研究対象者が認知症等により有

効なインフォームド・コンセントを与えるこ

とができないと客観的に判断される場合」に

則り、代理人から文書による同意を得て調査

を実施する。あわせて、調査までの待機中お

よび調査期間中にも、本人に説明する機会を

持ち、インフォームド・アセントを得るよう

努めた。 

 

 

 

 

 

C．研究結果 
1. 看護師、相談員を対象とした意思決定支援

教育プログラムの開発 

 対象者は研修参加者 58名中、調査参加の同 

意が得られた 48名であった。この内、認定看 

護師 32名、専門看護師 8名 計 40名（85％） 

とがん看護分野の専門家が最も多く、その他、 

精神看護専門看護師、認知症看護認定看護 

師等が参加していた。 

 

2. オンラインによる多職種向けの研修の試

行 

 1)知識と効力の変化 

意思決定支援についての知識を問う 8 項目は，

一般的に誤解されることが多い項目を用いた。

したがって，得点が低下することで正しい知

識獲得が促進されたと考える。8 項目合計の

得点は有意に低減した（t(69)=2.47, p=.002)。

項目別に見ると，有意な差が検出されたのは

「できるだけ，コミュニケーションスタイル

（話し方，説明方法など）を変えずに，誰に対

し て も 平 等 に 接 す る こ と が 重 要 だ 」

（t(69)=3.18, p=.002），「医療者側が「実施

した方がいい治療法」を提示することは誘導

になるからやめたほうがいい」（t(69)=3.84, 

p=.000）の 2項目であった。 

効力感についての変化は，10 項目で測定し

た。こちらは得点が高いほど，意思決定支援

に関する効力感を覚えていることを示す。1項

目を除いて 9 項目に事前・事後での有意な差

が検出され，そのうち 8 項目は得点の向上が

確認された）t(75)=-3.12〜-2.16, p=.00）。

残る 1 項目「通院（外来）で患者に生活にお

ける考え方を聞き出すことはなかなか難しい

（逆転）」であり，この行動についての効力感

は低下が見られた（逆転処理後 t(75)=2.27, 

p=.02）。 

 

2)診療行動の変化 

 実際の診察行動を 10 項目挙げ，それらの実

施有無についての変化を確認したところ，研

修前後で有意な差が見られなかった。 

 

3. 適切な意思決定支援の実践に資する簡便

で効果的な支援プログラムの開発 

1) バリアの同定 

 エキスパートによる検討から、わが国の意

思決定支援の普及に関するバリアは、 

①意思決定の重要性を知らない（ノーマライ

ゼーションの概念を知らない） 

②意思決定能力の低下に気づかない 

③意思決定能力の低下に気づいたとしても、

具体的な支援方法・対応を起こすことができ

ない 



 

④意思決定支援に関する医療者間でのコミュ

ニケーションが図れていない（記録を残す重

要性を知らない、記録の残し方を知らない） 

があがった。 

 

2) 教育プログラムの目標設定 

抽出したバリアと、わが国の医療の現状を踏

まえ、教育プログラムの目標を設定した。 

 

3) 教育プログラムの構成 

 コアスキルの修得を図るための教育プログ

ラムの方法並びにコンテンツの検討を行った。 

 教育手法に関しては、座学のみで試行した

結果、知識の向上は実現した一方、実際の支

援に関する自信の向上は認められなかったこ

とから、支援に活かすための技術の習得を諮

る必要があった。そのため、座学に加えて、グ

ループワークを導入するとともに、COVID-19

下での研修を想定して、トリガービデオ等臨

床場面を想起し、検討を深めるための手法を

併せることとした。 

 

4．高齢がん患者における治療に伴う負担の検

討 

 がん診療連携拠点病院を中心とするがん診

療病院 431 施設のリアルワールドデータを用

いて、胃癌、大腸癌、膵臓癌における治療に伴

う ADL 等への影響について明らかにした。胃

癌、大腸癌の治療をみると、EMRや ESDといっ

た内視鏡的切除術に関しては、75 歳未満と 75

歳以上において、治療に伴う入院日数や ADL

低下の影響は同程度であった。一方で、開腹

手術では 75 歳未満と比較し、75 歳以上では

入院日数が長くなる傾向にあり、ADL 低下割

合、予期せぬ再入院割合もやや高くなる傾向

にあった。膵臓癌においては、比較的早期で

あっても、75 歳以上においては手術後の ADL

低下割合が 5％を超えており、75 歳未満と比

較してやや高い傾向にあった。更に、進行膵

臓癌では、予後が比較的によくないこともあ

ってか 75 歳以上では化学療法の治療を受け

たものが半数以下に留まっていた。こうした

治療に伴う入院日数や ADL 低下等の情報を患

者や家族に提供することは、高齢者のがん治

療における意思決定において重要である。 

 

5. 日常診療で使用する場合に推奨される GA

ツールの選定 

 GAの専門家として、①高齢がん患者の診療

を日常的に行っている、②GAを実施している、

または GAに対する造詣が深い、③老年腫瘍学

の研究に従事している、の人選規準を満たし

た、腫瘍内科医、老年科医、精神腫瘍科医、理

学療法士）＋ファシリテーター1 名により、日

常診療で使用する GA ツールに関して、修正

Delphi法を用いたエキスパートコンセンサス

により推奨をまとめた。 

 日常診療で最低限行うべき GA ツールとし

ては、従来の PS（Performance Status）に加

えて、CCI（Charlson Comorbidity Index；併

存症）、処方薬リスト、独居の有無と介護者の

有無、そして G8（スクリーニングツール）に

よる評価を推奨することとなった。 

 次のステップとして、Mini-Cog（認知機能）、

CARG スコア（有害事象予測スコア）、OARS

（Older Americans Resources and Services）

-IADL（ Instrumental Activity of Daily 

Living）の実施を推奨した。 

 

 

D．考察 
1. 看護師、相談員を対象とした意思決定支援

教育プログラムの開発 

 高齢がん患者の意思決定を支援している看

護師（その内,専門看護師・認定看護師 85％）

の傾向として、高齢がん患者の意思決定支援

の指針となる「認知症の人の日常生活・社愛

生活における意思決定支援ガイドライン」を

知っているが、その活用は限定的であること

が明らかとなった。 

 ガイドラインの周知とともに、その活用方

法を学習する必要性が示唆されたことを踏ま

え、教育プログラムの修正を図る必要がある。 

 

2. オンラインによる多職種向けの研修の試

行 

 研修プログラムの一定の効果は確認され

た。過年度までに実施した対面式のプログ

ラムに比べ，知識項目については変化する

項目が少なく，効力感項目での変化は多数

見られた。オンラインでの研修となり，シス

テムや形態に慣れたころに展開したスキル

やグループワークなどが，効力感向上に影

響を及ぼしていることが考えられる。 

 

3. 適切な意思決定支援の実践に資する簡

便で効果的な支援プログラムの開発 

 高齢がん患者の意思決定支援の現状を質

的に検討し、その結果から、わが国の意思決



 

定支援の質の向上に資する支援技術の開発

を行った。 

 

4．高齢がん患者における治療に伴う負担の

検討 

EMRや ESDでは 75 歳以上の患者において

も、入院日数や ADL 低下割合は 75歳未満と

同程度であり、こうした情報を患者や家族

に伝えることは、患者が安心して治療を受

けられることに繋がる。一方で、胃癌、大腸

癌における開腹手術においては、75歳以上

では入院日数が長くなる傾向にあった。手

術自体の身体への影響もあるが、入院日数

が長くなるにつれ、患者の筋力低下等を招

くリスクが高まる。そのため、治療過程では

術後早期からのリハビリテーション等を合

わせて行うことが重要である。 

膵臓癌患者への外科治療においては、対

象数が少ないためその解釈には限界がある

ものの、75 歳以上では 75 歳未満と比較し

て、入院日数がやや長くなり、ADL 低下率も

5％を超えて高い傾向にあった。がんによる

余命を含めて、患者や家族の意向を確認し

つつ治療の意思決定を行うことが重要では

ないか。 

 術後化学療法や進行癌に対する化学療法

については、75歳未満と比較して、75歳以

上では実施率が低い傾向にあった。本研究

では、治療方針の決定における患者や家族

の選好については不明であるが、高齢患者

においては一定数の患者が術後化学療法や

進行癌に対する化学療法を行わず経過観察

が行われている状況が示唆された。ADL低下

リスクだけでなく、治療継続割合などを含

めて、患者や家族にインフォームドコンセ

ントを行ない、患者が納得できる治療の意

思決定支援へと繋げることが重要であろう。 

 

5. 日常診療で使用する場合に推奨される

GAツールの選定 

 今回、日常診療で使用する際に推奨され

る高齢者機能評価について、エキスパート

のコンセンサスを策定した。本推奨を一般

化するために、今後、パブリックコメントを

求め、より多くの意見を反映する必要があ

る。 

 

E．結論 

高齢がん患者を中心に、がん医療における

意思決定支援の現状を質的量的に検討し、そ

の結果から、わが国の意思決定支援の質の向

上を目指して教育プログラム、支援プログラ

ムの開発、意思決定支援に資する情報の収集・

解析を進めた。その結果、わが国のがん治療

の中核をなくがん診療連携拠点病院において、

高齢者においてもがん治療は実施されている

こと、高齢者の場合 10%以上に ADL の低下が

併存しつつ治療を行っていること、術後の補

助化学療法の実施頻度が低くなることなど癌

種ごとの実態が明らかとなった。これらの情

報は、治療開始前の時点で、治療後の経過に

ついて予め十分に検討し、本人の価値観に沿

う治療かを検討し、本人の希望に沿う治療を

提供する上で重要である。 

今後がん診療連携拠点病院での意思決定支援

の質の向上を目的に、意思決定支援の教育プ

ログラムを修正し、あわせて支援プログラム

の実施可能性を検討する予定である。 

 

  

 

F．健康危険情報 
 特記すべきことなし。 
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